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○うるま市防災士資格取得費補助金交付要綱 

令和４年４月１日 

告示第１２４号 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地域防災の担い手の育成を促進し、もって地域防災力の向上を図

るため、防災士の資格を取得しようとする者に対し、うるま市防災士資格取得費補助

金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、補助金の交付に関しては、うる

ま市補助金等交付規則（平成１７年うるま市規則第４７号）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

（１） 防災士 特定非営利活動法人日本防災士機構（以下「防災士機構」という。）

により防災士として認証を受けた者をいう。 

（２） 自主防災組織 うるま市自主防災組織育成事業補助金交付要綱（平成２１年

うるま市告示第１８１号）第２条の規定により市長が認めた組織をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金交付の対象となる者は、市内に住所を有する者又は自主防災組織に加入

している者で、次の各号のいずれにも該当する者をいう。 

（１） 防災士研修講座を受講し、防災士の資格を取得しようとする者 

（２） 防災士の資格取得後、市内自主防災組織で活動することに同意している者 

（３） 防災士の資格取得後、市と連携し、地域防災活動及び啓発活動を行うことに

同意している者 

（４） 防災士の資格取得に関し、他の助成制度による財政的支援を受けていない者

又は受ける予定でない者 

（５） 納期の到来した市税等を完納している者 

（６） 交付申請を行う年度内に防災士機構による防災士認証登録を受けることがで

きる者 

（７） 防災士の資格を取得した旨の情報を市長が市内の自主防災組織等に提供する
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ことに同意している者 

（８） 自ら属する自主防災組織又は自治会のいずれかの代表者から防災士資格取得

に対し推薦された者 

（推薦枠） 

第４条 前条第８号の規定により、自主防災組織又は自治会が補助対象者を推薦する人

数は、最大２名までとする。ただし、予算の範囲を超えた場合は、この限りでない。 

（補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費は、次に掲げるものとする。 

（１） 防災士機構が認証した研修期間による研修講座の受講料 

（２） 前号の講座の受講に必要な教本の購入費 

（３） 防災士資格取得試験受験料 

２ 防災士資格認証登録料は、補助対象としない。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、前条第１項第１号から第３号までに定める補助対象経費のうち、

現に要した経費の合計に相当する額で、上限額を５万円とする。ただし、予算の範囲

を超えた場合は、この限りでない。 

２ 補助金の交付は、１人につき１回限りとする。 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、補助金交付申請書（様式第１号）に次に

掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

（１） 誓約書兼同意書（様式第２号） 

（２） 市税完納証明書 

（３） 推薦書（様式第３号） 

（４） その他市長が必要と認める書類 

（交付決定等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助金を

交付すべきものと認めたときは、速やかにその交付の決定の内容及びこれに付した条

件を記載した、補助金交付決定通知書（様式第４号）により、補助金の交付を申請し

た者に通知するものとする。 
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２ 市長は、補助金の交付が適当でないと認めたときは、補助金不交付決定通知書（様

式第５号）により補助金の交付を申請した者に通知するものとする。 

（変更等の承認） 

第９条 補助金交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、補助金交付

決定通知を受けた後において、補助金交付申請の内容を変更しようとするときは、補

助金事業変更承認申請書（様式第６号）を市長に提出し、その承認を受けなければな

らない。 

（補助事業の中止） 

第１０条 交付決定者は、防災士資格の取得を中止しようとするときは、補助金事業中

止承認申請書（様式第７号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１１条 交付決定者は、防災士資格の取得が完了したときは、その日から起算して３

０日以内又は補助金交付決定年度の末日のいずれか早い日までに、補助金事業実績報

告書（様式第８号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１） 防災士認証状又は防災士証の写し 

（２） 第５条各号に掲げる費用の支払いを証明する書類 

（３） その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定等） 

第１２条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、その内容の審

査を行い、交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付す

べき補助金の額を確定し、補助金額確定通知書（様式第９号）により交付決定者に通

知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１３条 前条の規定による通知を受けた交付決定者が、補助金の交付を受けようとす

るときは、補助金請求書（様式第１０号）により市長に請求するものとする。 

（決定の取消し） 

第１４条 市長は、補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めた

ときは、補助金の交付決定を取り消すことができる。 

（１） 虚偽又は不正の事実に基づいて補助金の交付を受けたとき。 
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（２） 補助金交付の条件に違反したとき。 

（３） その他補助金の使途が不適当と認められるとき。 

（補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、既

に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

（活動努力） 

第１６条 この告示により補助金の交付を受けて防災士の資格を取得した者は、研修講

座において取得した防災に関する知識及び技術の活用並びに防災士としての資質向

上に努めなければならない。 

（補則） 

第１７条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関して必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年３月３１日告示第９９号） 

この告示は、令和７年５月１日から施行する。 
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様式第１号（第７条関係） 

様式第２号（第７条関係） 

様式第３号（第７条関係） 

様式第４号（第８条関係） 

様式第５号（第８条関係） 

様式第６号（第９条関係） 

様式第７号（第１０条関係） 

様式第８号（第１１条関係） 

様式第９号（第１２条関係） 

様式第１０号（第１３条関係） 

 


